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平成 28年４月 27日 

 
各 位 

 
                       会 社 名        三 井 ホ ー ム 株 式 会 社                   

                       代 表 者 名        代 表 取 締 役 社 長          市川 俊英 

                               （コード番号 1868   東証第１部） 

                         問 合 せ 先  取締役常務執行役員  山本  実 

                                 （TEL. 03-3346-4411） 

 

 

支配株主等に関する事項について 

 

 当社の親会社である三井不動産株式会社について、支配株主等に関する事項は、以下のとおりとな

りますので、お知らせいたします。 

 

 

１．親会社等の商号等 

（平成 28年３月 31日現在） 

親会社等 属性 

議決権所有割合（％） 
発行する株券が上場されて 

いる金融商品取引所等 
直接所有分 合算対象分 計 

三井不動産株式会社 親会社 56.49 1.19 57.69 

・株式会社東京証券取引所 
市場第一部 

・株式会社大阪証券取引所 
市場第一部 

 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

 当社は、親会社の企業グループが営む主なセグメントを構成する事業として、戸建住宅建築工事

の請負等を行っており、戸建住宅分譲事業の一部において、同グループより事業機会を得ています。

但し、当社における同グループに対する売上比率は 0.7％であり、同グループとの事業の棲分けも

明確になされていることから、また、当社の取締役に親会社の取締役との兼務者もいないことから、

当社の事業活動に関し同グループからの制約を受けておりません。そのため、当社は、親会社の企
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業グループから自由な事業活動を阻害される状況にはなく、当社独自の経営判断が行える状況にあ

ると考えております。 

 

３．支配株主等との取引に関する事項 

 

属性 会社等の名称 住所 
資本金 

（百万円） 
事業の内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関係内容 

役員の兼任等 事業上の関係 

親会社 三井不動産㈱ 

東京都 

中央区 339,766 総合不動産業 

直接 

56.49％ 

間接 

1.19％ 

役員の兼任 

0名 

転籍 

   4名 

当社への不動産

の貸付 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

営業取引以

外の取引 
資金預託取引 29,000 関係会社預け金 29,000 

  

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（１）関係会社預け金は、当社の親会社である三井不動産㈱がグループ各社に提供する関係会社 

預り金制度に係るものであり、資金預託取引の取引金額は期末残高を記載しております。 

（２）預け金に対する受取利息の利率は、市場金利に基づいて決定しております。 
 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況  

当社は、親会社の企業グループが営む主なセグメントを構成する事業として、戸建住宅建築工

事の請負等を行っておりますが、同グループ内における当社事業は明確に棲み分けられており

ます。また、当社の取締役には親会社の取締役等もいないことから、当社独自の経営判断に

よる自由な事業活動を阻害される状況にはなく、当社に対する同グループからの制約はあり

ません。当社における上場企業としての独立性は充分に保たれておりますので、親会社との

取引等においても少数株主に不利益を与えることはなく、グループシナジー効果による積極

的な事業活動が寧ろ期待されます。  

以 上 
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